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インターネット依存問題に対するわが国の学校における
教育的支援についての現状と課題

Current Status and Issues Regarding Educational Support in Japanese Schools 
for Internet Dependence

　個人のインターネット利用率が増加するにつれて児童生徒の利用率も増加傾向を示し，それに伴いインター
ネット依存問題も低年齢化する傾向になっている。本研究は，インターネット依存問題に対するわが国の学校に
おける教育的支援についての現在の動向をレビューし，その現状を明らかにすることを目的とした。その結果，教
育的支援と効果評価が実施され，インターネット利用やピア・サポート等の取り組みが知見でき，今後の教育的
支援の在り方やその方向性が示唆された。
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１．インターネット依存の問題
わが国の2018年における個人のインターネット利用率

は79.8％にのぼり，利用者数は1億人を超える（総務省，

2019）[1]。特に，10歳代～50歳代にかけての利用率は

95％以上であり，日常生活における情報収集や情報活用

だけでなく，SNS（Social Networking Service）などの

他者とのコミュニケーションに利用される。また昨今は，

感染予防対策の観点から業務上の会議をインターネット

上で行うなど，様々な形で活用されている。インターネッ

ト利用は，良好な人間関係の構築（Parks & Roberts，

1998）[2]や，社会的スキルの向上（鈴木・坂元・小林・安

藤・橿淵・木村，2004）[3]に効果を及ぼすことが指摘さ

れている。しかし，インターネット利用は動画視聴やSNS

など嗜癖性が高い（安藤，1999）[4]。また，長時間のイン

ターネット利用は健康を害する可能性があり（春日・伊

藤，2004）[5]，過度な利用は「インターネット依存」と呼ば

れる。Young（1998）[6]は，インターネット依存を衝動調

節機能障害の一種として捉え，「インターネットやオンラ

インゲームに関する使用のコントロールができなくなるこ

とによって，職業，学業などの日常生活に支障をきたし，

社会生活機能が維持できなくなる障害」と定義してい

る。また，Griffiths（1998）[7]はインターネット依存を行動

依存の一種として捉え，行動依存の6 基準の「対象の最

重要視」，「利用時の情緒安定」，「耐性強化の発生」，

「禁断症状の出現」，「他行動との葛藤」，「再発の症

状」がインターネット利用に際して認められることで，イン

ターネット依存と考えられると定義している。このように

定義はまだ定まっていないインターネット依存の問題で

あるが，わが国では約半数以上のインターネット利用者

が依存傾向であり，諸外国の中でも高い割合であること
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が指摘されている（総務省, 2013）[8]。

２．児童生徒におけるインターネット依存の問題
インターネット利用は，大人だけでなく児童生徒にお

いてもすでに高い利用率が確認されている（総務省, 

2020）[9]。その中で令和元年度に行った調査によると，

小学生で86.3％，中学生で95.1％がインターネットを利

用していることが明らかになっている。児童生徒のイン

ターネット利用は，学習での活用や多様な情報の有効

活用をはじめとするメリットが考えられるが，インターネッ

ト依存の問題は，児童青年期から生じていることも指

摘されている（Gentile et al., 2017）[10]。さらにインター

ネット利用が，発達途上にある児童生徒に悪影響を及

ぼす可能性について検討されており（戸部・竹内・堀田, 

2010）[11]，インターネット依存は，不登校や引きこもりな

ど児童生徒にも心理社会的な問題を引き起こす一因と

なり得ることが指摘されている（Du et al., 2010）[12]。

特にわが国では，気軽にインターネットに接続できるス

マートフォンによるインターネット利用の割合が多い（総

務省, 2020）[9]。その中では，1日に3時間以上インター

ネット利用を行う児童生徒の割合は，小学生で29.3％，

中学生で45.8％であり，平均的な使用時間も小学生で

129.1分，中学生で176.1分と長時間使用している実態を

明らかにしている。また，これらは年々増加していること

も指摘している。児童生徒において依存傾向が見られつ

つあることが明らかになっているが，成人のように具体

的な支援の方法やその効果については十分な検討が行

われていない（宇田川・蓑崎・川越・嶋田, 2014）[13]。

このように，わが国の児童生徒におけるインターネット

利用については，一定の依存傾向が認められたが，学校

現場においてはまだインターネット依存の問題に関する

教育的支援の方法については確立されていない。

そこで本研究では，インターネット依存の問題に対す

るわが国の学校教育における教育的支援についての現

在の動向をレビューし，その現状を明らかにすることを

目的とする。

３．学校教育におけるインターネット依存に対
する教育的支援の現状

（１）分析対象

論文データベースのgoogle scholarを用いて“スマート

フォン”，“インターネット”，“スマホ”，“ネット”のいずれか

と，“子ども”，“授業”， “教育的支援”のいずれかを組

み合わせて，2020年5月に検索した。検索された文章か

ら，2014年以降に公表されたインターネット依存の問題

に対する教育的支援と考えられる実践を分析対象とし

た。

（２）分析方法

インターネット依存問題に対する教育的支援について

は，その実施形態と対象，そして実施時間，さらに効果

評価の指標についてまとめた。

（３）結果

インターネット依存問題に対する教育的支援には8件

の研究が該当した。各研究の概要を表1に示した。

①実施形態

実施形態別にみると，授業の形態によって実施して

いる研究が6件，サミット（注1）の形態によって実施してい

る研究が2件であった。授業の一部形態における教科

は，主に情報科で行われていたが，一部，情報・保健・

理科・家庭科・国語科・特別活動を横断させたものも見

られた。

②対象

研究を対象別に見ると，中学校で実施した研究が2

件，高等学校で実施した研究が7件であった。

③実施時間

実施時間については，1時間，3時間，4時間，5時間，

6時間が各1件，9時間が3件であった。

④実施方法

  実施の方法については，鶴田・石川（2019）[14]は，

教科横断的な学習を取り入れた高校生のインターネット

依存を改善することを目的とした単元を開発し，高校1

年生に対して情報，保健，理科，家庭，国語科とホーム
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ルームを横断させた授業を行った。

酒井・塩田（2018）[15]は，中学 2 年生と中学 3 年生

を対象に，インターネットを使いすぎてしまうかもしれな

いという「自覚」を促すことを目的とした情報モラル授

業を行った。

鶴田・野嶋（2017）[16]は，高等学校の情報科のカリ

キュラムに応じて，3時間，5時間，9時間で実施できる3

種類の単元を開発し，3時間の単元では，アンケート調

査の結果を踏まえた自身のインターネット利用行動の問

題点とその改善策についての検討や，日常生活や学習

の利便性を高める有効なインターネット利用の具体的

な活用方法の検討，またKJ法やグループ討論などのグ

ループワークの活動などによる今後の望ましいインター

ネット利用の在り方の検討を行った。5時間の単元では，

ロールプレイングやグループ討論などの活動を通した

ネットコミュニケーションのあり方についての検討や，自

表1　インターネット依存の問題に対するわが国の学校教育における教育的支援

研究 形態 対象 実施時間 方法と結果の概要

鶴田・石川

（2019）[14] 授業 高校生 9時間
・情報，保健，理科，家庭科，国語科と特別活動を横断さ
せた授業を行う。
・生徒の依存傾向や利用行動の全体的な改善。

酒井・塩田

（2018）[15] 授業 中学生 1時間
・「インターネット依存度合い表」の作成を通して依存傾
向の自覚を促す。
・インターネット依存傾向への自覚の向上。

鶴田・野嶋

（2017）[16] 授業 高校生 3時間
・尺度調査結果を踏まえて有効なインターネット利用の方
法を議論・討論する。
・メール不安，長時間利用，ながら利用因子の改善。

鶴田・野嶋

（2017）[16] 授業 高校生 5時間
・インターネット依存の改善を促す学習と有効な利用を促
す活動を交互に行う。
・3時間の効果に加えて精神的依存状態因子の改善。

鶴田・野嶋

（2017）[16] 授業 高校生 9時間

・自身のインターネット利用の問題点を仲間と討論などで
共有し，自己評価，相互評価を通して改善策を検討する。
さらに今後の試用についてレポートにまとめる。
・3時間，5時間の効果に加えて対面コミュニケーション不
安の改善。

鶴田・野嶋

（2015）[17] 授業 高校生 9時間

・メール送受信の仕組みとコミュニケーションスキル習
得，さらには1週間の利用状況記録に基づく問題点の把握，

自己評価を踏まえた振り返りなどを行う。
・依存傾向の改善，及び依存認識の定着。

太田

（2014）[18] サミット
中学生
高校生

6時間

・高校生への質問紙による実態調査を踏まえ，小中学生と
共に自分たちのスマホ使用について話し合い，ルールを考
え合う。
・自治体全体における使用ルールの策定。

若畑

（2014）[18] サミット 高校生 4時間

・スマホに起因する問題に対する啓発ビデオを作成し，ガ
イドラインを作成する。
・仲間と共に学ぶ機会の確保と小中学生への啓発活動の実
施。
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身の依存傾向やインターネットの利用行動上の問題点な

どについて把握と，その改善のためにこれからの日常生

活で意識して行動すべきことについての検討を行った。 

9時間の単元では，ロールプレイングやグループ討論など

の活動を通して望ましいネットコミュニケーションや日常

生活や学習の利便性を高めるインターネットの有効な利

用のあり方についての討論が行われた。また，調べ学習

やレポートへの整理を通してインターネット依存やその

要因，影響などの学習を行った。

鶴田・野嶋（2015）[17]は，1年間の情報科教育を通し

て高校生のインターネット依存状況を改善することを目

的とした単元を開発し授業を行った。

竹内ら（2014）[18]の中で太田は，学校における授業と

いう形ではなく，サミットの形態で自治体全体の中高校

生を対象にスマートフォンの使い方を考える取り組みを

行った。まず高校生による話し合いを通して，スマート

フォン利用に関するアンケートを作成し意識調査を行っ

た。その調査結果をもとにサミットを開催し，スマホ使

用について話し合い，ルールを考え合う取り組みを行っ

た。竹内ら（2014）[18]の中で若畑は，高等学校における

生徒会活動を通して，インターネット利用，スマートフォ

ン使用に関するアンケート調査を行い，実態調査を行っ

た。調査の結果により明らかとなった危険な出会い，ス

マホ依存の問題に対して，高等学校生徒会を主体とし

て啓発ビデオを自作し，高等学校すべての生徒で視聴

し，近隣の児童生徒への啓発活動を取り組んだ。

⑤効果評価の指標

効果評価の指標については，開発された尺度による

評価が5件，その他は簡易的な質問紙調査または主観的

な態度変化の観察であった。開発された尺度による評

価は全て，鶴田・山本・野嶋（2014）[19]の高校生向けイ

ンターネット依存傾向測定尺度が用いられていた。

４．考察
本研究では，インターネット依存の問題に対するわが

国の学校教育における教育的支援についての現在の動

向をレビューし，その現状を明らかにすることが目的で

あった。ここでは，分析した“実施形態”，“対象”，“実施

時間”，“実施の方法”，“効果評価”の指標について考察

する。

まず，“実施形態”であるが，授業の形態によって実施

している研究が6件，サミットの形態によって実施してい

る研究が2件であった。学校において実施される場合

の多くは，特別活動や総合的な学習の時間を活用した

授業の実施が考えられるが，鶴田・石川（2019）[14]や鶴

田・野嶋（2017）[16]は高等学校における情報科において

授業実施していた。このように既存の教科を生かしなが

らインターネット依存に関する授業を実施することは，

教員の負担軽減や授業時数の確保などの観点からも有

効だと考えられる。

また，鶴田・石川（2019）[14]は，主に情報科においてイ

ンターネット依存の問題に関する教育的支援の授業を

実施していたが，一部，情報・保健・理科・家庭科・国

語科・特別活動を横断させたものも見られた。インター

ネット利用は，情報科だけでなく，情報活用という視点

から多様な科目においても問題提起することができるた

め，このような教科横断型の授業の実施も学校現場に

おいて有効だと考えられる。

“対象”については，中学校で実施した研究が2件，高

等学校で実施した研究が7件であり，小学校における教

育的支援の実践は見られなかった。これについては，イ

ンターネット依存の問題に関する教育的支援がまだ黎明

期であることや，加えて中学校以降においてインターネッ

ト依存の問題によって不登校や学校不適応などの問題

が表面化する場合が多いことが考えられる。小学校で

は，インターネット接続の機会はあるものの，保護者の

管理意識も高いこともあり，インターネット依存の問題を

学校教育で取り組む必要性が感じられにくいと考えられ

る。また小学校においては，インターネット依存の問題よ

りも，インターネット利用についての方法や活用方法の教

育的支援の方が多いのではないかと推察される。

“実施時間”については，1時間，3時間，4時間，5時

間，6時間が各1件，9時間が3件であった。鶴田・野嶋

（2017）[16]が，3時間，5時間，9時間の単元の授業を実
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施しており，3時間の単元ではメール不安，長時間利用，

ながら利用方法の改善に，5時間の単元ではそれらに加

えて精神的依存状態因子の改善に，そして9時間の単元

はすべての因子の改善に有効であることを示唆してい

る。よって，単にインターネット依存問題に対する啓発で

あれば長時間の単元の授業は必要ではないが，インター

ネットの中でも，メールやSNSの利用法別の依存要因

について考えあわせる授業や，それらの問題が自己の精

神状態に及ぼす影響などを検討する授業などを実施す

ると，授業時間は長くなることが考えられる。よって，鶴

田・石川（2019）[14]が実践したように，他教科と連動さ

せてインターネット依存の問題に焦点を当てて授業をす

ることで，より問題を深くとられつつ授業を実施するこ

とができると考えられる。

“実施方法”については，多くの研究で仲間との問題

の共有が行われており，インターネット依存の問題につ

いて一方向的に授業を実施するのではなく，ピア・サ

ポートの方法を用いた取り組みが行われ，主体的・対話

的な授業が実施されていた。授業が単に知識の植え込

みに終始するのではなく，学校や教室といったコミュニ

ティで問題を共有することは，主なインターネット利用の

際の対人関係が学校内のコミュニティである子どもたち

にとって有効であろう。

“効果評価の指標”については，尺度による評価が6件

であり，開発した尺度を用いて効果評価を実施している

ことが明らかになった。その他についても，簡易的な質

問紙調査または主観的な態度変化の観察が行われ，授

業による教育的効果の検討が行われた。これについて

は，今回の分析対象が主に学術論文であるため，効果

評価が実施されたものが多いと考えられ，実際の学校

現場においては効果評価を行うことは少ないと考えられ

る。本研究で示した研究のエビデンスや効果評価の方

法を参考に，今後，学校現場においても，効果評価に基

づいたインターネット依存の問題に関する教育的支援の

実施が期待される。

以上，分析的な考察から，今後は高校生への授業内

容を参考にしつつ授業を小学生にも実施し，学年や校

種の枠を超えて問題を共有し改善策を考え合うことが

できる授業プログラムおよびカリキュラムの開発が求め

られるだろう。そして，インターネット利用については，低

年齢化が問題となっていることから，小学生においても

インターネット依存問題に対する教育的支援を実施する

必要性があると考えられる。

５．今後のわが国の学校におけるインターネッ
ト依存問題に対する教育的支援の在り方

近年の学校現場では，多様な子どもたちを誰一人取

り残すことなく，子どもたち一人一人に公正に個別最適

化され，資質・能力を一層確実に育成するために，GIGA

（Global and Innovation Gateway for All）スクール構

想に基づく教育ICT環境整備が行われている（文部科

学省，2020）[20]。ICT端末の整備は，2020年度に小学

校5・6年生，中学校1年生，2021年度からは中学校 2・

3 年生，2022年度には小学校3・4 年生，2023年度に

は小学校1・2年生の端末を整備していく予定である。こ

のように，公的に児童生徒に対して端末を整備すること

は，デジタル教科書や教材など良質なデジタルコンテン

ツの活用を促進することに繋がる。しかし同時に，端末

を通したインターネット利用や端末の利便性がもたらす

問題についての教育的支援がわが国でも実施されるこ

とが望まれる。その方法としては，小学生においても本

研究で示された仲間との問題の共有を行っていくこと

は重要であろう。このような問題の共有は，生徒同士の

学び合いの学習（peer to peer）や，仲間相互に援助し

合うセルフ・ヘルプ・グループ(self-help group)を形成す

るきっかけとなる可能性が考えられる。セルフ・ヘルプ・

グループとは，同じ問題を抱える人やその人の家族が集

まり，似たような立場や経験，問題を持つ多くの仲間と

交流し，問題を修復・回復し合う助け合う集団のことで

ある。インターネットを利用する仲間同士，またこれから

利用するであろう仲間同士で情報，知識，問題の解決

過程を共有し合う自助を促進する。特に小中学生では，

インターネット利用の多くがSNSなどの仲間同士のコ
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ミュニティ形成に用いられ，それによる安心感の獲得や

孤独感の解消，承認欲求が満されるなど依存しやすい

条件が揃っている。このような状況からも，仲間同士で

インターネット依存の問題を共有しておくことは重要で

あろう。また同時に，インターネット利用の多くが仲間同

士のコミュニケーションに用いられることから，インター

ネット上における対人トラブルへの対応の方法について

の学習も必要であろう。

このような教育的支援を実施する上での実践上の問

題の一つとして，従来のカリキュラムにどのように位置づ

けていくかということが挙げられる。これまで，インター

ネット利用に関する学習活動としては，主に情報モラル

の問題に焦点が当てられ，2008 年に告示された小学

校・中学校の学習指導要領（文部科学省, 2008）[21] [22]

では，「児童・生徒の時期の情報モラル教育は，重要且

つ急務であり，情報活用能力の学習と合わせて行われ

なければならない」として，小学校段階からインターネッ

ト利用に関する教育的支援に取り組む必要性が指摘さ

れた。加えて，小学校・中学校の道徳では，「生徒の発

達の段階や特性等を考慮し，道徳の内容との関連を踏

まえて，情報モラルに関する指導に留意すること」とさ

れた。これらは2017年に告示された新しい小学校・中

学校の学習指導要領（文部科学省, 2017）[23] [24]でも継

承されているが，情報活用ばかりに焦点が当てられ，節

度あるインターネット利用，インターネット依存の問題に

ついては未だ言及されていない。

児童生徒にとって，インターネット依存の問題は生活

リズムの乱れによる体調不良や遅刻，また欠席や不登校

など深刻化するに連れて学校生活にも大きな影響を及

ぼすと考えられる。子どもたちをこのような問題から守

り，よりよいインターネット利用を促していくためにも，カ

リキュラムの中にインターネット依存の問題を位置付け

ていくことが必要だろう。そのためには，教育実践の効

果を実証するための尺度開発にも取り組みつつ，より効

果的なインターネット依存問題に対する教育的支援のプ

ログラムや教材開発に取り組んでいきたい。

注記

1)	各校から集まった児童生徒や教員によって，身近な問

題や実態について，発表を通した交流やその問題解

決に向けて有識者も交えた意見交換などを行う実施

形態。
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